
３． 問題用紙は、表紙を含めて６枚です。

４． 問題用紙は、持ち帰らないでください。

５． 不正な行為をされた場合は、直ちに受験を停止し、退場いただきます。

 　　なお、試験は不合格となります。

一般貸切旅客自動車運送事業法令試験問題

【注意事項】

６． 解答が終わり途中退室を希望される方は、挙手にて係員にお知らせください。

     係員が試験問題等を回収した後、他の受験者の迷惑とならないよう静かに退室ください。

※携帯電話等の電源は他の受験者の迷惑となりますので、必ず電源をお切りください。

北海道運輸局

１． 試験時間は、50分間です。

２． 試験開始の合図があるまで、問題は開けないでください。

事業者名：

受験者名：
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【　　　　】

一般貸切旅客自動車運送事業の許可申請に係る法令知識について

・次の文章において、内容が正しいものには【　】内に○印を、内容が間違っているものには【　】に×印を

　　　　　　　　　記入してください。

１．

２．

【　　　　】

事業者は、輸送の安全の確保が最も重要であることを自覚し、絶えず輸送の安全性の向上に努めなければならな
い。

旅客自動車運送事業者は、事業報告書及び輸送実績報告書を毎年５月３１日までに管轄する運輸支局に提出しな
ければならない。

【　　　　】

事業者は、乗務員の健康状態の把握に努め、疾病、疲労、その他の理由により安全な運転をし、又はその補助をす
ることができないおそれがある乗務員を事業用自動車に乗務させてはならない。

道路運送法関係法令には、一般貸切旅客自動車運送事業者が毎事業年度の経過後百日以内にインターネット等を
用いて公表しなければならない事項が定められている。

５．

３．

令和８年１０月更新本試験

４．

【　　　　】

【　　　　】

一般貸切旅客自動車運送事業を休止する時は、国土交通大臣の認可を受けなければならない。

【　　　　】

事業者は、事業計画の遂行に十分な数の事業用自動車の運転者を常時選任しておかなければならない。

【　　　　】

事業者は、運行管理者資格者証の返納を命ぜられ、その日から二年を経過しない者であっても運行管理を補助させ
るための者であれば、選任することができる。

６．

７．
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１５．

１１．

１２．

９． 旅客自動車運送事業者は、事業用自動車に係る事故が発生した場合には、事故の概要について記録するとともに、
その記録を三年間保存しなければならない。

【　　　　】

運行管理者は、法令に定める方法で行った日常点検の結果に基づき、運行の可否を決定しなければならない。

【　　　　】

事業者は、運転者の酒気帯びの有無の確認のためにアルコール検知器を用いる必要があるが、アルコール検知器
が故障してしまった場合はこの限りではない。

【　　　　】

一般貸切旅客自動車運送事業者は、旅客に対し、収受した運賃又は料金の割戻しをしてはならない。

【　　　　】

事業者は事業計画に定めるところに従い、その業務を行わなければならない。ただし、天災その他やむを得ない場合
はこの限りではない。

【　　　　】

事業者は、運送を引き受けた場合には、当該運送の申込者の任意により、運送引受書を交付することができる。

【　　　　】

一般貸切旅客自動車運送事業者は、その名義を他人に一般旅客自動車運送事業又は特定旅客自動車運送事業の
ため利用させるには、国土交通大臣の許可を受けなければならない。

１３．

【　　　　】

【　　　　】

事業者は、事業用自動車の車庫ごとに、自動車の点検及び清掃のための施設を設けなければならない。

１０．

１４．

８．
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運転者の４週間を平均した１週間当たりの拘束時間は原則として（　　　）時間が限度である。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、（　　　）に運行指示書を作成する。１７．

[  ア．運転者ごとに　　イ．車両ごと　　ウ．運行ごと ]

自動車の（　　　）は、当該自動車が道路運送車両法の規定に基づく保安基準に適合するように必要な整備をしなけ
ればならない。

１８．

１９．

[  ア．乗務員　　イ．従業員　　ウ．運行管理者 ]

２３．大型自動車使用者等は、整備管理者を選任したときは、その日から（　　　）以内に、地方運輸局長にその旨を届け出
なければならない。

[  ア．十日　　イ．十五日　　ウ．三十日 ]

２２．

１６．

[  ア．運転手　　イ．所有者　　ウ．使用者 ]

旅客自動車運送事業者は、苦情の申出を受け付けた場合には、営業所ごとに記録し、かつ、その記録を整理して 
（　　　）保存しなければならない。

[  ア．半年間　　イ．一年間　　ウ．三年間 ]

旅客自動車運送事業者は、その使用する自動車について重大事故があった場合には、（　　　）以内に自動車事故報
告書を国土交通大臣に提出しなければならない。

[  ア．十五日　　イ．三十日　　ウ．六十日 ]

旅客自動車運送事業者は、（　　　）に対し、輸送の安全及び旅客の利便を確保するため誠実に職務を遂行するよう
指導監督しなければならない。

[  ア．４５　　イ．５０　　ウ．５５　　エ．６０　　オ．６５ ]

[  ア．適切な運賃収受　　イ．適切な運行管理　　ウ．安全運行の確保 ]

２１．

・以下の各設問の（　　　）内に、正しいと思う語句を［　　　］から選択し、記号を（　　　）に記入してください。

輸送の安全を確保するための貸切バス選定・利用ガイドラインは、貸切バスの利用者に対して、（　　　）のために必
要な行程作成や契約上の留意点への理解と十分な配慮を求めることにより、安全をより確実にすることを目的として
いる。

２０．
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エ．毎年７月３１日まで　　オ．毎年１月１日から１２月３１日迄の期間　　カ．毎事業年度

ア．所有権　　イ．運行管理者　　ウ．出発地　　エ．保安基準　　オ．運行の安全

ア．予備検査証　　イ．道路運送法　　ウ．国土交通省令　　エ．運送約款　　オ．告示

カ．車検証　　キ．通達　　ク．料金表　　ケ．検査標章

キ．前年４月１日から３月３１日迄の期間　　ク．前年１０月１日から９月３０日迄の期間

ツ．適切な時期　　テ．公共の福祉　　ト．保護　　ナ．乗務員の服務

シ．運営を適正　　ス．目的地　　セ．点検　　ソ．継続　　タ．営業所　　チ．公害の防止

ア．三年間　　イ．通達　　ウ．経路　　エ．法　　オ．申請　　カ．自動車

ス．報告　　セ．一年間　　ソ．記録　　タ．届出　　チ．営業区域　　ツ．運転者

ア．毎事業年度の経過後１００日以内　　イ．毎年５月３１日まで　　ウ．毎事業年度の経過後１２０日以内

カ．技術の向上　　キ．火災　　ク．利益　　ケ．迅速　　コ．走行距離　　サ．重大な事故

２４．

２５．

２６．旅客自動車運送事業者は、その事業用自動車の運転者に対し、国土交通大臣が（　　　）で定めるところにより、主と
して運行する路線又は（　　　）の状態及びこれに対処することができる（　　　）並びに法令に定める自動車の運転に
関する事項について適切な指導監督をしなければならない。この場合においては、その日時、場所及び内容並びに
指導監督を行った者及び受けた者を（　　　）し、かつ、その記録を営業所において（　　　）保存しなければならない。

２７．自動車は、自動車検査証を備え付け、かつ、（　　　）で定めるところにより（　　　）を表示しなければ、運行の用に供しては
ならない。

キ．教育　　ク．告示　　ケ．通達　　コ．五年間　　サ．運転技術　　シ．省令

旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の運行を中断したときは、当該自動車に乗車している旅客のために、次の
各号に掲げる事項に関して適切な処置をしなければならない。 
（１）旅客の運送を（　　　）すること。 
（２）旅客を（　　　）まで送還すること。 
（３）前各号に掲げるもののほか、旅客を（　　　）すること。

・以下の各設問の（　　　）内に、正しいと思う語句を［　　　］から選択し、記号を（　　　）に記入してください。

事業者は、法令により定められた報告書を決められた時期に提出しなければならないが、事業者が提出する下記の
報告書の報告期間と提出時期を下欄から選び、括弧内に記号を記入しなさい。 
①事業報告書　　：報告期間（　　　）に係るもの　提出時期（　　　）　　 
②輸送実績報告書：報告期間（　　　）に係るもの　提出時期（　　　）
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ツ．適切な時期　　テ．公共の福祉　　ト．保護　　ナ．乗務員の服務

２８．道路運送法は、貨物自動車運送事業法と相まって、道路運送事業の運営を適正かつ合理的なものとすることによ
り、道路運送の利用者の（　　　）を保護するとともに道路運送の総合的な発達を図り、もって（　　　）を増進する事を目
的とする。

２９．一般旅客自動車運送事業者は、その事業用自動車が転覆し、（　　　）を起こしその他国土交通省令で定める（　　　）
を引き起こしたときは、遅滞なく事故の種類原因その他国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に届出なければ
ならない。

ア．所有権　　イ．運行管理者　　ウ．出発地　　エ．保安基準　　オ．運行の安全

カ．技術の向上　　キ．火災　　ク．利益　　ケ．迅速　　コ．走行距離　　サ．重大な事故

シ．運営を適正　　ス．目的地　　セ．点検　　ソ．継続　　タ．営業所　　チ．公害の防止

３０．一般旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の（　　　）の確保に関する業務を行わせるため、国土交通省令で定
める（　　　）ごとに、運行管理者資格者証の交付を受けている者のうちから、（　　　）を選任しなければならない。

・以下の各設問の（　　　）内に、正しいと思う語句を［　　　］から選択し、記号を（　　　）に記入してください。

※問２８～問３０　共通選択肢

6 / 6 ページ



令和８年１０月更新本試験

７． 事業者は、事業計画の遂行に十分な数の事業用自動車の運転者を常時選任しておかなければならない。（旅客自動車運送事業運輸
規則第３５条）

【  ○　】

事業者は、乗務員の健康状態の把握に努め、疾病、疲労、その他の理由により安全な運転をし、又はその補助をすることができない
おそれがある乗務員を事業用自動車に乗務させてはならない。（旅客自動車運送事業運輸規則第２１条）

【  ○　】

４． 道路運送法関係法令には、一般貸切旅客自動車運送事業者が毎事業年度の経過後百日以内にインターネット等を用いて公表しなけ
ればならない事項が定められている。（旅客自動車運送事業運輸規則第４７条の７）

【  ○　】

１． 事業者は、輸送の安全の確保が最も重要であることを自覚し、絶えず輸送の安全性の向上に努めなければならない。（道路運送法第
２２条）

【  ○　】

２． 旅客自動車運送事業者は、事業報告書及び輸送実績報告書を毎年５月３１日までに管轄する運輸支局に提出しなければならない。
（旅客自動車運送事業等報告規則第２条）

【  ×　】

一般貸切旅客自動車運送事業の許可申請に係る法令知識について（解答）

・次の文章において、内容が正しいものには【　】内に○印を、内容が間違っているものには【　】に×印を

　　　　　　　　　　　　　　　記入してください。

５． 事業者は、運行管理者資格者証の返納を命ぜられ、その日から二年を経過しない者であっても運行管理を補助させるための者であ
れば、選任することができる。（旅客自動車運送事業運輸規則第４７条の９）

【  ×　】

６． 一般貸切旅客自動車運送事業を休止する時は、国土交通大臣の認可を受けなければならない。（道路運送法第３８条）

【  ×　】

３．

1 / 5 ページ



【  ×　】

１５． 一般貸切旅客自動車運送事業者は、その名義を他人に一般旅客自動車運送事業又は特定旅客自動車運送事業のため利用させる
には、国土交通大臣の許可を受けなければならない。（道路運送法第３３条）

【  ×　】

【  ○　】

１４． 事業者は、運送を引き受けた場合には、当該運送の申込者の任意により、運送引受書を交付することができる。（旅客自動車運送事
業運輸規則第７条の２）

【  ×　】

１１． 事業者は、運転者の酒気帯びの有無の確認のためにアルコール検知器を用いる必要があるが、アルコール検知器が故障してしまっ
た場合はこの限りではない。（旅客自動車運送事業運輸規則第２４条）

【  ×　】

１２． 一般貸切旅客自動車運送事業者は、旅客に対し、収受した運賃又は料金の割戻しをしてはならない。（道路運送法第１０条）

１０． 運行管理者は、法令に定める方法で行った日常点検の結果に基づき、運行の可否を決定しなければならない。（車両法施行規則第３
２条第１項第２号）

８． 事業者は、事業用自動車の車庫ごとに、自動車の点検及び清掃のための施設を設けなければならない。（旅客自動車運送事業運輸
規則第４７条）

【  ○　】

１３． 事業者は事業計画に定めるところに従い、その業務を行わなければならない。ただし、天災その他やむを得ない場合はこの限りでは
ない。（道路運送法第１６条）

【  ×　】

９． 旅客自動車運送事業者は、事業用自動車に係る事故が発生した場合には、事故の概要について記録するとともに、その記録を三年
間保存しなければならない。（旅客自動車運送事業運輸規則第２６条の２）

【  ○　】
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輸送の安全を確保するための貸切バス選定・利用ガイドラインは、貸切バスの利用者に対して、（　ウ： 安全運行の確保　）のために
必要な行程作成や契約上の留意点への理解と十分な配慮を求めることにより、安全をより確実にすることを目的としている。（輸送の
安全を確保するための貸切バス選定・利用ガイドラインⅠ-１-（２））

一般貸切旅客自動車運送事業者は、（　ウ： 運行ごと　）に運行指示書を作成する。（旅客自動車運送事業運輸規則第２８条の２）

自動車の（　ウ： 使用者　）は、当該自動車が道路運送車両法の規定に基づく保安基準に適合するように必要な整備をしなければなら
ない。（道路運送車両法第４７条の２）

旅客自動車運送事業者は、苦情の申出を受け付けた場合には、営業所ごとに記録し、かつ、その記録を整理して 
（　イ： 一年間　）保存しなければならない。（旅客自動車運送事業運輸規則第３条）

旅客自動車運送事業者は、その使用する自動車について重大事故があった場合には、（　イ： 三十日　）以内に自動車事故報告書を
国土交通大臣に提出しなければならない。（自動車事故報告規則第３条）

[  ア．十日　　イ．十五日　　ウ．三十日 ]

運転者の４週間を平均した１週間当たりの拘束時間は原則として（　オ： ６５　）時間が限度である。（自動車運転者の労働時間等の改
善のための基準第５条第１項）

[  ア．半年間　　イ．一年間　　ウ．三年間 ]

[  ア．適切な運賃収受　　イ．適切な運行管理　　ウ．安全運行の確保 ]

[  ア．４５　　イ．５０　　ウ．５５　　エ．６０　　オ．６５ ]

２２．

[  ア．乗務員　　イ．従業員　　ウ．運行管理者 ]

２３．

旅客自動車運送事業者は、（　イ： 従業員　）に対し、輸送の安全及び旅客の利便を確保するため誠実に職務を遂行するよう指導監
督しなければならない。（旅客自動車運送事業運輸規則第２条）

大型自動車使用者等は、整備管理者を選任したときは、その日から（　イ： 十五日　）以内に、地方運輸局長にその旨を届け出なけれ
ばならない。（道路運送車両法第５２条）

２０．

[  ア．十五日　　イ．三十日　　ウ．六十日 ]

２１．

[  ア．運転者ごとに　　イ．車両ごと　　ウ．運行ごと ]

１８．

[  ア．運転手　　イ．所有者　　ウ．使用者 ]

１９．

１７．

・以下の各設問の（　　　）内に、正しいと思う語句を［　　　］から選択し、（　　　）に記入してください。

１６．
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ツ．適切な時期　　テ．公共の福祉　　ト．保護　　ナ．乗務員の服務

２７． 自動車は、自動車検査証を備え付け、かつ、（　ウ： 国土交通省令　）で定めるところにより（　ケ： 検査標章　）を表示しなければ、運
行の用に供してはならない。（道路運送車両法第６６条）

ア．予備検査証　　イ．道路運送法　　ウ．国土交通省令　　エ．運送約款　　オ．告示

カ．車検証　　キ．通達　　ク．料金表　　ケ．検査標章

２６． 旅客自動車運送事業者は、その事業用自動車の運転者に対し、国土交通大臣が（　ク： 告示　）で定めるところにより、主として運行
する路線又は（　チ： 営業区域　）の状態及びこれに対処することができる（　サ： 運転技術　）並びに法令に定める自動車の運転に関
する事項について適切な指導監督をしなければならない。この場合においては、その日時、場所及び内容並びに指導監督を行った者
及び受けた者を（　ソ： 記録　）し、かつ、その記録を営業所において（　ア： 三年間　）保存しなければならない。（旅客自動車運送事
業運輸規則第３８条）

ア．三年間　　イ．通達　　ウ．経路　　エ．法　　オ．申請　　カ．自動車

キ．教育　　ク．告示　　ケ．通達　　コ．五年間　　サ．運転技術　　シ．省令

ス．報告　　セ．一年間　　ソ．記録　　タ．届出　　チ．営業区域　　ツ．運転者

２５． 旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の運行を中断したときは、当該自動車に乗車している旅客のために、次の各号に掲げる事
項に関して適切な処置をしなければならない。 
（１）旅客の運送を（　ソ： 継続　）すること。 
（２）旅客を（　ウ： 出発地　）まで送還すること。 
（３）前各号に掲げるもののほか、旅客を（　ト： 保護　）すること。（旅客自動車運送事業運輸規則第１８条）

ア．所有権　　イ．運行管理者　　ウ．出発地　　エ．保安基準　　オ．運行の安全

カ．技術の向上　　キ．火災　　ク．利益　　ケ．迅速　　コ．走行距離　　サ．重大な事故

シ．運営を適正　　ス．目的地　　セ．点検　　ソ．継続　　タ．営業所　　チ．公害の防止

２４． 事業者は、法令により定められた報告書を決められた時期に提出しなければならないが、事業者が提出する下記の報告書の報告期
間と提出時期を下欄から選び、括弧内に記号を記入しなさい。 
①事業報告書　　：報告期間（　カ： 毎事業年度　）に係るもの　提出時期（　ア： 毎事業年度の経過後１００日以内　）　　 
②輸送実績報告書：報告期間（　キ： 前年４月１日から３月３１日迄の期間　）に係るもの　提出時期（　イ： 毎年５月３１日まで　）　（旅
客自動車運送事業等報告規則第２条）

ア．毎事業年度の経過後１００日以内　　イ．毎年５月３１日まで　　ウ．毎事業年度の経過後１２０日以内

エ．毎年７月３１日まで　　オ．毎年１月１日から１２月３１日迄の期間　　カ．毎事業年度

キ．前年４月１日から３月３１日迄の期間　　ク．前年１０月１日から９月３０日迄の期間

・以下の各設問の（　　　）内に、正しいと思う語句を［　　　］から選択し、記号を（　　　）に記入してください。
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ア．所有権　　イ．運行管理者　　ウ．出発地　　エ．保安基準　　オ．運行の安全

カ．技術の向上　　キ．火災　　ク．利益　　ケ．迅速　　コ．走行距離　　サ．重大な事故

シ．運営を適正　　ス．目的地　　セ．点検　　ソ．継続　　タ．営業所　　チ．公害の防止

ツ．適切な時期　　テ．公共の福祉　　ト．保護　　ナ．乗務員の服務

一般旅客自動車運送事業者は、その事業用自動車が転覆し、（ キ： 火災 ）を起こしその他国土交通省令で定める（　サ： 重大な事故
）を引き起こしたときは、遅滞なく事故の種類原因その他国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に届出なければならない。（道路
運送法第２９条）

道路運送法は、貨物自動車運送事業法と相まって、道路運送事業の運営を適正かつ合理的なものとすることにより、道路運送の利用
者の（ ク： 利益 ）を保護するとともに道路運送の総合的な発達を図り、もって（　テ： 公共の福祉　）を増進する事を目的とする。（道路
運送法第１条）

一般旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の（ オ： 運行の安全 ）の確保に関する業務を行わせるため、国土交通省令で定める（
タ： 営業所　）ごとに、運行管理者資格者証の交付を受けている者のうちから、（　イ： 運行管理者　）を選任しなければならない。（道
路運送法第２３条）

２８．

２９．

３０．

・以下の各設問の（　　　）内に、正しいと思う語句を［　　　］から選択し、記号を（　　　）に記入してください。
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